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1.はじめに
・2020年度ミレニアル世代の働き方意識調査について
ワークスタイル研究部会では 2019 年度よりミレニアル世

代に焦点を当てた研究を行っている。昨年はワークスタイル

研究部会が考案したマトリクスにもとづきミレニアル世代の

働き方を把握するための設問を設計、22歳～60歳の会社員・
個人事業主の方を対象にアンケート調査を実施し、800 人の
回答を得た。 

2.2021年度 JOS大会発表内容について 
アンケート調査の分析について研究部会内で議論し、ミレ

ニアル世代と他の世代の働き方を比較することによりミレニ

アル世代の特徴を明らかにすること、今回の調査結果におい

て働き方を分類する上での因子となりうるものを特定するこ

との２つにフォーカスし、研究に着手した。 
これらの分析結果をもとに、2021 年度 JOS 大会発表では

X・ミレニアル・Z世代から 1名ずつパネリストを迎えパネル
ディスカッションを行う。パネリストには、各世代の働き方

の違いや分析結果と世間が抱く各世代のイメージとのギャッ

プ、それぞれの世代が希望する働き方についての見解を述べ

て頂く。加えて、分析結果から特定した働き方を分類する 6
つの因子についても討議したいと考えている。本ディスカッ

ションを通じて、自身とは異なる世代が働くうえで何を重視

しているのかといった点や、今後の働き方の潮流を考える上

でのヒントを提供できれば幸いである。ぜひ自身の働き方と

照らし合わせながら参加いただきたい。 

3.アンケート分析結果抜粋
ⅰ) 各世代の働き方比較（分散分析） 

・分散分析（ANOVA）による Z世代とミレニアル世代、Z世
代と X 世代、ミレニアル世代と X 世代の差の検定を実行
し、各世代の回答に差が見られた設問を特定した。

各世代の定義 
Z世代 

年齢 ～24歳（1997年～） 
一般的な 
特徴 

ミレニアル世代と同傾向が多い /完全なス
マホ・SNS世代（ソーシャルネイティブ）

ミレニアル世代（Y世代）

年齢 25歳～40歳（1981～1996年） 
一般的な 
特徴 

多様性に富んだ世代 / 社会意識が高い / 
X世代より情報技術に精通（デジタルネイテ
ィブ） 

X世代 

年齢 41歳～56歳（1965～1980年） 
一般的な 
特徴 

前世代よりは独立心、順応性が高く情報技術

に精通 / ワークライフバランス重視 
※年齢は 2021年時点、パソナキャリア はたラボコンテンツをもと

に作成 1) 
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・検証結果 
 ミレニアル世代と Z世代は様々な人と働くチームワーク重
視。仕事と家庭を両立する意識がある。一方 X世代は他の
世代よりも個人で働くことを好む。また仕事重視の傾向が

ある。 
 Z 世代だけに見られる傾向としては、自分のやりたいこと
へのこだわりの強さ、権利の主張、現状の仕事へのこだわ

りの薄さなどがある。 
 上記のようにミレニアル世代と Z 世代に共通する傾向と Z
世代のみに見られる傾向があった。 

 
X世代と他の世代の回答に差が見られた質問（調整 p値<0.05） 

 調整 p値 平均値 

1:【A】に近い- 
7:【B】に近い 

Z-Y Z-X Y-X Z Y X 

【A】個人商店的に
働く 
【B】様々な人と働
く 

 ** ** 4.3 4.3 3.8 

【A】フルタイムで
働く 
【B】仕事と家庭を
両立する 

 ** ** 3.8 3.9 3.1 

 
Z世代と他の世代の回答に差が見られた質問（調整p値<0.05） 

 調整 p値 平均値 

1:【A】に近い- 
7:【B】に近い 

Z-Y Z-X Y-X Z Y X 

【A】自分のやりた
いことにこだわる 
【B】状況に応じて
やりたいことを変

える 

** **  3.6 4.1 4.1 

【A】権利を主張す
る 
【B】義務を遂行す
る 

** **  3.9 4.3 4.4 

【A】今の仕事を続
ける 
【B】別の仕事を探
す 

* **  3.8 3.5 3.3 

【A】固定席 
【B】フリーアドレ
ス席  

** *  3.7 3.1 3.2 

 
ⅱ）働き方分類の因子特定（因子分析） 

・理想の働き方に関する設問に対し因子分析を実行、6 つの
因子を特定した。 

 
理想の働き方に関する設問から特定された 6つの因子 
①チャレンジャー（挑戦的な働き方） 

常に新しいことに能動的にチャレンジし、価値を生み出そ

うとする 

②ジョブホッパ―（転職を見据えた働き方） 

兼業や勉強などで、将来の転職の可能性を見据えている 

③チームワーカー（チームワークを重視した働き方） 

幅広い知識を持って様々な人と協働し、チームで成果を出

そうとする 

④ストレスフリー（ストレスフリーな働き方） 

働きやすさや組織の風通しの良さを重視する 

⑤ワーカーホリック（私生活より仕事を優先した働き方） 

プライベートの時間を削ってでも、仕事に従事しようとす

る 

⑥アルトリスト（他者の利益を重視した働き方） 

他者や社会へ貢献することに、大きな焦点を置いている 

 
今後の研究に向けて 
・より簡易に働き方調査を実施できるよう因子負荷量の高い

26問を抽出。将来的にはこれらの設問を web上に掲載し、
常時回答を収集できる状態を目指す。 
・回答者には 6 つの因子を用いたレーダーチャートによって
アンケート結果を表示する。世代や業種などの比較軸を用

意し、自身の働き方の傾向を把握できるようにする。 
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1． はじめに 
本稿は、昨年度の報告の続編である。前稿注１）では、コロ

ナ禍で見えてきた今後の働き方やワークプレイスについて、

ワークプレイスプログラミング（以下WPプログラミング）
の視点からまとめた。それから一年を経て、本稿では、

With コロナの今、見えつつある現状を踏まえて、その先の
PostコロナでのWPプログラミングのあり方について綴る。 
部会メンバーの知見や体験、私見、意見をまとめるにあた

っては、①コロナ禍での働き方改革の状況、②With コロナ
でのプログラミングの方法の変化、③PostコロナでのWPプ
ログラムのあり方についての 3つの観点から知見を持ち寄っ
た。つぎに、今年度の試みとして、④マズローの欲求 5段階
説に基づく With／Postコロナでの WPプログラミングの方
向性についての議論に着手した。それらについて、本稿では

幾つかの切り口をよりクリアーにしながら分担執筆している。 
 

2． コロナ禍での働き方改革の状況 
●●オオフフィィスス空空室室率率のの概概観観（（原原田田・・松松本本））  
 2020 年春からの約一年間に新聞や Web メディア注 2）に掲

載されたオフィス空室率の動向を概観する（図 1）。 

2020 年 5月：空室率が 1.64%へ上昇（3か月連続の上昇）、
11月： 4.33%と急拡大、2021年 4月： 5.65%と拡大が止ま
らず（家賃下落の目安の値）、2021年 7月：約 4割の企業が
オフィス縮小を検討、と厳しい状況にある。その主な要因は、

テレワークの普及であるが、もう少し詳しく読み解けば、1）
政府から通勤の７割削減を推奨、2）半ば強制的にテレワー
クを実施した結果、業務効率の低下が思ったほどでは無く

（その時点では）、テレワークに理解が深まったこと、3）社

員の命と健康を守ることに経営者が目を向け推進したこと、

4）IT 企業と大手企業が中心だったテレワークを中小企業も
実践しなければ社員の離職を招き、業務が回らなくなってき

たことが挙げられる。また、同調した動きとしては、在宅勤

務に加え、シェアオフィス・サテライトオフィス、ワーケー

ション等多様な拡大を見せている。 

●●テテレレワワーークク実実施施のの格格差差のの実実態態（（原原田田・・松松本本））  
 同様に新聞等注 2）からテレワークの格差が見えてくる。な

お、調査方法が異なることから各種調査を単純に比較するこ

とは難しいがここでは参考までに拾い上げてみる（図 1）。 

全国の実施率は、13.2%（20 年 3 月）→27.9％（4 月）
→21.5％（12 月）。一方、東京 23 区では、42.8％（12 月）
である。また、首都圏：約 30％（21年 4月）、大阪・兵庫：
約 20％（4月）と、都心部でも東西格差が見られる。 
次に、東京都における大手企業と中小企業の推移をみると、 
大手：35％（20年3月）→80％（5月）、中小企業：15％（3
月）→50％（5 月）。全国で見ても、大企業： 67.3%、中小
企業：21.3%とその格差は大きい（21年 1月）。 
●●テテレレワワーーククのの課課題題のの概概観観（（原原田田・・松松本本））  
 同様に、各種調査に基づく Web メディアでの発信からテ
レワークの課題も見えてくる注 2）。大きくは、1）部下・上司
双方の不安、2）組織の生産性、3）人事施策の課題（時間管
理、離職など）、が取り上げられている。 
まず、1）不安としては、さぼっていると思われないか、
進捗の把握が困難、気持ちを察することが困難等である。2）
組織の生産性については、「31.2%の企業が 7 割以下に、
52.1％が変わらない、16.6%が向上」との調査が見られる。
これについては、主に上司からの「積極的な働きかけ」、「積


